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1． 経 営 成 績

(1) 経営成績に関する分析

当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢に改善が見られるなど、緩やかな回復基調が続きました。

一方、中国や新興国経済の景気減速懸念に加え、年明けから円高・株安が進むなど、先行きは不透明な状況にあります。

また、呉服業界におきましては、環境は引き続き厳しい状況にあるものと考えられます。

このような環境の中、当社グループでは商品構成や販促施策の改善を図るとともに、全社的なコスト削減に向けた取

り組みを強化してまいりました。当社グループにおける各事業部門別の状況は次のとおりであります。

〔和装関連事業〕

「振袖」販売については、来店者数の減少を主要因として、受注高は前年同期比 16.4％減となりました。また、既

存顧客を対象とした「一般呉服等」の受注高については堅調に推移し、前年同期比 1.0％増となりました。

以上により、和装関連事業の受注高は12,103百万円（前年同期比6.8％減）となりました。また売上高においては、

11,823百万円（前年同期比10.0％減）となりました。利益面においては、粗利益率は前年同期と比べ0.8ポイント改

善し63.5％となりました。また、販売費及び一般管理費については、費用対効果を意識した上で経費の削減に努めて

きたものの、対売上高比では前年同期に比べ3.5ポイント上回る比率となりました。この結果、和装関連事業の営業

損失は184百万円となりました。

〔金融サービス事業〕

金融サービス事業については、売上高は前年同期比 10.2％減の 589 百万円、営業利益は前年同期比 11.6％減の 424

百万円となりました。

これらの結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高においては前年同期比10.0％減の12,413百万円、営業利益は

62.3％減の240百万円、経常利益は50.0％減の359百万円となりました。また、特別損失として店舗の減損損失を1,043

百万円計上しており、親会社株主に帰属する当期純損失は783百万円となりました。

次期の見通し

今後の経済環境につきましては、国内の景気は引き続き不安定な状況が続くものと予想され、個人消費マインドにつ

いても不透明な状況で推移するものと思われます。また、呉服業界をとりまく環境についても、引き続き厳しい局面が

続くことが予想されます。

このような環境の中、当社グループとしては、「振袖」販売においては、広告・販促施策を改善し、来店者数の回復

を図ってまいります。また、「一般呉服等」の販売についても、既存顧客全体の更なる活性化に向けて、商品構成や催

事構成の見直しを図るとともに、収益性の向上を図ってまいります。

次期の連結業績予想につきましては、売上高14,120百万円（前年同期比13.7％増）、営業利益807百万円（前年同期比

235.9％増）、経常利益871百万円（前年同期比142.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益520百万円（前年は783百

万円の損失）を見込んでおります。

京都きもの友禅株式会社（7615）　平成28年3月期　決算短信

- 2 -



目標とする経営指標の達成状況

当グループでは、安定的な売上成長及び収益性のバランスを重要な指標と捉え、売上高経常利益率の向上・維持を目

標としております。なお、過去３期間の達成状況は以下のとおりであります。

目標値 26/3 期 27/3 期 28/3 期

売上高経常利益率(連結ベース) 20.0% 12.8% 5.2% 2.9%

(2) 財政状態に関する分析

資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 84百万円増加し、3,916 百万円となりま

した。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、1,186 百万円の収入（前年同期比 821 百万円増）となり

ました。これは主に税金等調整前当期純損失が 601 百万円（前年同期は純利益 649 百万円）となったこと、減損損失

の計上 1,043 百万円、法人税等の還付金 108 百万円、売上債権の減少 850 百万円及び割賦未実現利益の減少 109 百万

円によるものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、300 百万円の収入（前年同期は 194 百万円の支出）とな

りました。これは主に有価証券の償還による収入 1,550 百万円、投資有価証券の売却による収入 186 百万円及び投資

有価証券の取得による支出 1,402 百万円によるものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、1,402 百万円の支出（前年同期は 1,817 百万円の支出）

となりました。これは主に短期借入金の減少額 900 百万円及び配当金の支払 502 百万円によるものであります。

〔キャッシュ・フロー関連指標の推移〕

平成 26年 3月期 平成 27年 3月期 平成 28年 3月期

自己資本比率（％） 59.1 50.0 48.5

時価ベースの自己資本比率（％） 74.8 67.3 66.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） － 4.1 0.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） － 108.7 358.0

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

(注) 1．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

2．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

3．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。

なお、平成26年3月期においては、有利子負債が発生していないため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率

及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、経営の効率化により収益の向上を図り、その結果としての利益配分に関しては、将来の資金需要を勘案し

ながら、株主還元として安定的・継続的な配当を行うことを重視しております。当期については、１株につき年間 42

円の配当を予定しておりますが、次期についても１株につき年間 42円の配当を計画しております。
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2．経 営 方 針

1．経営の基本方針

当社グループは、「日本の女性の美と夢と心のやすらぎを創造することを永遠のテーマとする」、「それを実現するた

めに互いに協調し、自己の向上をはかることを最大の喜びとする」を基本理念としております。

日本古来の伝統文化である「きもの」の普及に貢献し、「きもの」という商品の販売を通じて、お客様の喜びと社員の

幸せを一体として実現させることに当社の存在意義があると考えております。

この理念を受けて、当社企業グループにおいては、安定的な成長をいかに続けることができるかを目標に、「お客様の

喜び・満足」、「当社の利益の確保」、「株主への還元」の３つを同時充足させることが必要と考えております。

2．中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

（振袖販売について）

当社グループは、呉服販売の中でも特に「振袖」販売及びレンタルに特化しております。今後は振袖販売における

集客数の回復および利益率の改善のため、各エリアの集客状況を詳細に分析し、各店舗に適したＤＭの発送回数、発

送時期を再検討し、広告宣伝費の費用対効果を高めてまいります。また、ＤＭの効率化を通じて削減した経費を、他

の広告媒体に置き換えることで、より効果的なメディアミックスの確立を図り、当社の認知度および企業イメージの

向上に繋げることで、集客数の回復を目指してまいります。

既存顧客および取引美容室・写真館等からのご紹介による受注についても促進し、受注高の増加を図ってまいりま

す。

また、商品ラインアップ、サービス特典のあり方についても更なる改善を図り、成約率や平均単価の向上にも努め

てまいります。

（一般呉服販売について）

当社グループは、「振袖」販売から繋がった既存顧客に対して、「一般呉服」販売を行っておりますが、魅力ある

商品・催事の拡充を継続的に行い、既存顧客全体の更なる活性化を図ってまいります。各催事の費用対効果を細かく

検証し、経費の見直し・削減を通じた収益性の向上にも努めてまいります。

また、友の会への入会率向上にも取り組み、一般呉服の受注増加へ繋げてまいります。

（人材の確保・育成について）

振袖・一般呉服販売ともに、高度な販売ノウハウ・接客技術・商品知識が必要となりますので、営業部門の組織を

見直し、販売体制の強化を図ってまいります。また、社員の教育および研修の内容を充実化し、成約率・平均単価等

の改善に努めてまいります。

3．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国際的な事業展開を行っておりませんので、当面は日本基準に基づき連結財務諸表を作成する方針で

あります。なお、将来のＩＦＲＳ適用につきましては、他社の動向も踏まえながら、適切に対応していく方針であります。
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(5)継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表

に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益

等の表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度について

は連結財務諸表の組替えを行っております。

（表示方法の変更）

該当事項はありません。

（追加情報）

該当事項はありません。

京都きもの友禅株式会社（7615）　平成28年3月期　決算短信

- 11 -



(7)連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

※１ 割賦販売法に基づき以下の資産を供託しております。

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

有価証券 1,350,470千円 701,150千円

投資有価証券 700,830 1,355,235

※２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約及び借入金未実行残高等はそれぞれ次のとおりであります。

前連結会計年度

(平成27年３月31日)

当連結会計年度

(平成28年３月31日)

当座貸越極度額の総額 9,000,000千円 8,500,000千円

貸出実行残高 1,500,000 600,000

差引額 7,500,000 7,900,000

(連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

広告宣伝費 1,478,658千円 1,367,091千円

販売促進費 1,067,483 989,152

給与手当 2,628,545 2,558,058

減価償却費 109,799 90,308

賃借料 842,045 842,889

賞与引当金繰入額 236,000 214,500

役員賞与引当金繰入額 4,630 ―

販売促進引当金繰入額 88,970 74,150

※２ 建物(店舗等内部造作)及び工具器具備品(店舗コンピュータ等)等の除却に伴うものであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

建物 4,954千円 3,146千円

工具器具備品 43 0

計 4,998 3,146
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※３ 減損損失

前連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類

(旧)川崎店 川崎市川崎区 処分予定資産 建物等

浜松店 他10店 静岡県浜松市 他10店 店舗 建物等

(2)減損損失の認識に至った経緯

上記資産グループについて、(旧)川崎店については、(新)川崎店への移転を契機に処分が見込まれる旧店

舗建物等資産の帳簿価額を、それ以外の店舗については収益性の低下が認められるため、その帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

(3)減損損失の金額

建物 その他 合計

関東地区 (旧)川崎店 7,519千円 ―千円 7,519千円

関東地区 ２店 5,808 109 5,918

中部地区 ３店 26,927 232 27,159

近畿地区 １店 4,220 54 4,275

四国地区 １店 432 57 490

九州地区 ４店 19,017 221 19,238

計 63,926 674 64,601

(4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピングを行っております。

(5)回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、

回収可能額はゼロとして評価しております。

当連結会計年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

(1)減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類

東京本館 他２店 東京都中央区 他２店 処分予定資産 建物等及び土地

千葉店 他17店 千葉県千葉市 他17店 店舗 建物等

(2)減損損失の認識に至った経緯

処分予定資産のうち東京本館については、平成28年４月22日開催の取締役会において売却及び移転するこ

とを、他２店舗についても移転することを決議しておりますので、処分が見込まれる店舗建物等資産の帳簿

価額を減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

それ以外の18店舗については収益性の低下が認められるため、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。
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(3)減損損失の金額

建物 その他 土地 合計

処分予定資産

（東京本館他２店舗）
20,883千円 16千円 929,101千円 950,001千円

北海道地区 １店舗 767 17 － 784

東北地区 １店舗 5,722 0 － 5,722

関東地区 ５店舗 27,516 17 － 27,534

中部地区 ５店舗 31,836 28 － 31,864

近畿地区 ２店舗 11,158 17 － 11,175

中国地区 ２店舗 9,376 0 － 9,376

四国地区 １店舗 5,378 0 － 5,378

九州地区 １店舗 1,179 0 － 1,179

計 113,818 97 929,101 1,043,017

(4)資産のグルーピングの方法

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位に資産のグルーピングを行っております。

(5)回収可能価額の算定方法

処分予定資産である東京本館の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価額等に

より評価しております。それ以外の店舗の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャ

ッシュ・フローがマイナスであるため、回収可能額はゼロとして評価しております。

（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 69,219千円 9,251千円

組替調整額 ― △86,295

税効果調整前 69,219 △77,043

税効果額 △21,774 25,053

その他有価証券評価差額金 47,444 △51,989

その他の包括利益合計 47,444 △51,989
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

1.発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 17,498,200 ― 2,000,000 15,498,200

（変動事由の概要）

減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却による減少 2,000,000 株

2.自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,853,674 2,701,600 2,000,000 3,555,274

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

取締役会決議による自己株式の取得による増加 2,701,300 株

単元未満株式の買取りによる増加 300 株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却による減少 2,000,000 株

3.配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年6月25日

定時株主総会
普通株式 439,335 30 平成26年3月31日 平成26年6月26日

平成26年10月22日

取締役会
普通株式 143,316 12 平成26年9月30日 平成26年12月2日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成27年6月24日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 358,287 30 平成27年3月31日 平成27年6月25日
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当連結会計年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

1.発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 15,498,200 ― ― 15,498,200

2.自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 3,555,274 190 ― 3,555,464

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 190 株

3.配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成27年6月24日

定時株主総会
普通株式 358,287 30 平成27年3月31日 平成27年6月25日

平成27年10月23日

取締役会
普通株式 143,313 12 平成27年9月30日 平成27年12月1日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり、決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成28年6月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 358,282 30 平成28年3月31日 平成28年6月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

現金及び預金勘定 2,612,852千円 2,696,971千円

取得日から３ヶ月以内に満期日
又は償還日の到来する短期投資

(有価証券)
1,219,401 1,219,841

現金及び現金同等物 3,832,253 3,916,813

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に営業統括を置き、和装関連事業を中心に事業活動を展開しており、「和装関連事業」、

「金融サービス事業」を報告セグメントとしております。

「和装関連事業」は、呉服を主とし、それに関連する宝飾品等の販売を行っております。「金融サービス

事業」は、割賦販売業務を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日）

(注)１ セグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表計上額
(注)２和装関連事業

金融サービス

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 13,136,396 656,254 13,792,650 ― 13,792,650

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 23,991 23,991 △23,991 ―

計 13,136,396 680,246 13,816,642 △23,991 13,792,650

セグメント利益 158,827 480,361 639,189 △2,080 637,108

セグメント資産 11,103,180 6,628,111 17,731,292 ― 17,731,292

その他の項目

減価償却費 111,485 ― 111,485 ― 111,485

減損損失 64,601 ― 64,601 ― 64,601

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

72,407 ― 72,407 ― 72,407
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当連結会計年度（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

(注)１ セグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

【関連情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2)有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1)売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2)有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表計上額
(注)２和装関連事業

金融サービス

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 11,823,856 589,478 12,413,335 ― 12,413,335

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― 19,539 19,539 △19,539 ―

計 11,823,856 609,017 12,432,874 △19,539 12,413,335

セグメント利益

又は損失（△）
△184,979 424,629 239,650 823 240,473

セグメント資産 9,538,291 6,000,736 15,539,027 ― 15,539,027

その他の項目

減価償却費 93,157 ― 93,157 ― 93,157

減損損失 1,043,017 ― 1,043,017 ― 1,043,017

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

45,493 ― 45,493 ― 45,493
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 742.64円 630.70円

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

33.90円 △65.57円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円)

414,119 △783,135

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利
益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△）
(千円)

414,119 △783,135

普通株式の期中平均株式数(株) 12,216,926 11,942,781

(注)３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 8,869,239 7,532,322

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 8,869,239 7,532,322

普通株式の発行済株式数(株) 15,498,200 15,498,200

普通株式の自己株式数(株) 3,555,274 3,555,464

１株当たり純資産の算定に用いられた期末の
普通株式の数(株)

11,942,926 11,942,736

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

(開示の省略)

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職

給付、ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項につ

いては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。
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(4)継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。
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